



















































































































































































































































































































































P社 問題取引 S社（P社子会社） 再販売 第三者（A社）

















第三者（X社） 購入 S社（P社子会社） 問題取引 P社
第三者（A社） 購入 第三者（B社） 比較対象取引 第三者（C社）
　原価基準法においては，S社は，独立第三者であるB社と同じ利益率を稼得しなければならな
い。この場合においては，B社がこの取引で80円の原価に対して，100円でC社に販売したとする
と，通常の利益率は（100－80）／80＝25％となる。したがって，S社は，　X社から仕入れた原価に
25％のマークアップを乗せて，P社に販売しなければならないことになる。
（4）基本三法の問題点
　上記の基本三法は，わが国の税制のみならず，諸外国の移転価格税制に幅広く採り入れられてい
る方法であって，移転価格税制の基本的な計算方法である。企業が国際間取引を行ううえで，これ
らの方法を用いることができれば，何の問題もない。
　しかし，基本三法を適用する場合には，いずれの方法においてもいわゆる比較対象取引を見いだ
さなければならない。これが問題を生じさせる。すなわち，特に1960年代以降，知的財産権等の
無形資産取引が行われるようになってくると，上記の基本三法では対応できない事例が多くなって
しまった。すなわち，特許権等の知的財産権は，他の老には使用できない排他的な権利であって，
したがって，同種又は類似の取引などというものは存在しないからである。そうなると，比較対象
取引を見いだすことが困難または不可能，ということになり，基本三法の適用ができなくなってし
まうのである。
8．独立企業原則の問題点
　移転価格税制に独立企業原則を適用するに当たっては，理論面，実務面等から，多くの批判が展
開されてきている。以下に，アメリカの1968年規則以降に主張されてきた（1）理論上の問題点，（2）
適用上の問題点，および（3）裁判上の問題点について述べることとする。
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（1）理論上の問題点一多国籍企業論からの問題提起
　独立企業原則は，関連グループの一体性から生ずる「規模の利益（economics　of　scale）」や「統
合の利益（economics　of　integration）」を無視しているといわれる。規模の利益や統合の利益が生
ずるべく有利に行われる関連企業間の取引を，そのような利点のない独立企業間の取引に合わせて
課税しようとするのは不適切ということになるであろう。換言すれば，多国籍企業が何ゆえ市場と
ではなく，企業内で取引を完結させようとするのか，という問題である32。すなわち，関連者は多
国籍企業グループ内において市場ベースの取引を行っていると見ることはできない。多国籍企業の
各構成部分は非関連者のようには活動しないことから，市場競争にさらされている非関連者が類似
の取引を行うように個別の取引を説明しようとすることは意味がない。取引ベースのアプローチ
は，「仮装の世界で事業を行う」ように，また，「煙と鏡の世界の中に」存在するように見えるので
ある。実際，関連企業と非関連企業とは経済的には異なるものである33。
　ここで，多国籍企業の特微を整理することにより，上記の考え方をやや詳細に述べてみよう34。
多国籍企業の事業の第一の特徴は，多国籍企業の事業が垂直的にも水平的にも高度に統合されてい
ることである。統合された事業では，分離した企業が獲得する利益を合計したよりも多い利益を獲
得することができるというシナジー効果を通じて増加した効率性の優位性を提供する。たとえば，
垂直に統合されたビジネスでは，取引コスト，ロジスティックス，ブラソド開発，リスク・マネジ
メント，およびその他の機能又はリスクにおいて経済を獲得する。多国籍企業が，第三者との契約
ではなく統合することを選択するもっとも重要な経済的理由は，無形資産の独占の度合いである。
多国籍企業は，研究開発によりもたらされた特許権やマーケティング等により開発したブランド等
の無形資産を擁して，海外の市場に進出してきている。
　多国籍企業の事業の第二の特徴は，多国籍企業の各企業が法律上の契約によってではなく，統制
により支配的に統治されている，ということである。これは，多国籍企業の真の性格を反映する。
契約は，その要件を交渉する独立した当事者には真の経済実態を有するが，関連者にはほとんど意
味を持たない。関連者が相互に契約書を交わすことがあったとしても，共通の支配という事実によ
り，これらの契約は，親会社の意思により変更可能である，ということを示唆する。したがって，
独立企業と多国籍企業とは決定的にその性格が異なるのである。
　多国籍企業の第三の特徴は，コストとリスクの国際化である。国際化の理論は，統合された企業
は独立企業の場合に比してより低いコストで統合された経済活動を行うことができることから，よ
り効率的である，というものである。多国籍企業の真の存在理由は，全体がその構成部分の合計よ
りも大きくなることである。
　このように考えると，関連者間取引の多くの取引には，比較対象取引が存在すべきということに
はならない。多国籍企業は，第三者の販売会社やライセソシーを用いるよりも，関連者間で取引を
する方がより効率的であることから，その道を選択するのである。関連者は独立企業が行わない取
引または行う機会のない取引を行う，ということである。
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　上述のことから，ある論者は，「内部組織の経済学の研究がすすむにつれて，独立当事者間基準
の理論的なほころびが明らかになってきた35。」と述べている。上述のような議論は，主に経済学
者から提起されており，独立企業原則に対する根本的な批判である，ということができよう。しか
しながら，仮にこのような批判が正当なものであるとしても，上述したような独立企業原則の正当
性が失われているものではない。すなわち，独立企業と多国籍企業を課税上同等に置くべきであ
る，という考え方に対する適確な反論にはならない，ということに留意すべきである。ましてや独
立企業原則に代わる新たな課税原則が提案されているものでもない。筆者は，この点からも独立企
業原則を支持しない理由は見当たらないと考えている。
②　適用上の問題点
　中里（1994，439ページ）は，「比準対象となる取引の不存在，として，企業は，特許権，著作権
等のみならず，多国籍化という戦略の選択後に様々な支出の結果として成立するにいたった各種の
無形資産を保有している。無形資産が資産たりうるのは，その存在故にそれを保有しない企業に比
して（収益が増加するか費用が削減されて）利益が増大するからである。ところで，無形資産のほ
とんどは，それを保有している当該企業のみに対して利益をもたらすという競争排除的な性質を有
しており，それゆえに，無形資産は，市場においては効率的に利用されにくいという性質を有して
いる。したがって，多国籍企業の内部では無形資産がらみの内部取引が多く行われるのに対して，
非関連者間取引が行われることはまれである。」と指摘している。また，増井（2002，168ページ）
によると，「（アメリカにおいて）1968年規則の定める独立当事者間価格の決定方法は，比準取引
の存在に大きく依存してきた。しかし，適切な比準取引を発見することは，とりわけ多国籍企業の
国際取引において，きわめて難しい。情報が収集しにくく，また，無形資産の評価が困難であるか
らである。そして，比準取引を発見できない場合の適正価格の決定方法について，規則はほとんど
何の指針も与えていなかった。その結果，執行が不安定になり，二重課税の危険が生じた。」との
ことである。
　基本三法の適用上の問題点は，特に，無形資産が移転される場合のその評価の困難性に起因する
部分が大きく，比較対象取引を見いだすことが非常に困難である，と言う点が強調されてきたもの
である。そして，それは，無形資産の取引が活発になったことと大いに関係するのである。これ以
外にも，業種の特殊性により，そもそも業界全体が寡占状態にあることから，そもそも比較対象取
引が存在しない，という場合もある。たとえば，日本の自動車業界はトヨタ，日産等数社の寡占状
態にあり，独立企業間の取引というものはほとんど存在しない。そうなると，自動車業界に基本三
法を適用することは実質的には不可能となる。
　この比較対象取引を見いだすことの困難さ，という問題については，独立企業原則そのものへの
批判というよりは，具体的な算定方法である基本三法への批判のように考えられる。したがって，
独立企業原則の枠内において，基本三法以外の算定方法を容認することにより，この批判に対する
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回答を与えることはさほど困難ではないのかもしれない。たとえば，OECD移転価格ガイドライ
ソやアメリカ1994年規則のように取引単位営業利益法，利益比準法や利益分割法といった新しく
認知された方法を用いることによって，上記のような適用上の問題点は大幅に減少させることがで
きるのである。
（3）裁判上の問題点
　増井（2002，168ページ）によれば，独立企業原則の問題点が及ぼす裁判への影響について，「ア
メリカにおいて裁判例にも問題点が噴出した。多くの判決において，当事者が立証を尽くしても適
切な比準取引を結局認定できず，規則に定めのない方法によって482条を適用せさるを得なくなっ
た。比準取引が見つからない場合，規則に書かれていないプロフィット・スプリット法を認める裁
判例も登場した36。ある論者によると，比準取引を用いる規則の方法が厳しい要件をもっていたた
め，裁判所はそれらの方法を使えなくなり，いきおい規則に定めのない方法に逃避することになっ
たとされる37。問題は，定めのない方法であるがゆえに，一貫性と予測可能性を保障できないとい
う点にある。」としている。
　アメリカにおいては，財務省規則に規定されていた算定方法の適用が厳格であったとされており，
IRSの基本三法の適用を裁判所が受け入れなかったことから，利益分割法にその解決が委ねられ
た，とされている。なお，利益分割法の適用に関しては，アメリカにおいては，多くの州において
早くからユニタリー・タックス38を施行しており，利益を分割する，という点については，裁判官
をはじめ納税者にも馴染みがあった，ということが言えよう。この点に関しても，独立企業原則そ
のものに対する批判，というよりは，基本三法への批判，に該当すると思われる。したがって，こ
の裁判上の問題についても，執行上の問題と同様，移転価格算定方法の選択肢を広げることによ
り，その解決が図られるのである。
9．独立企業原則への批判に対する反論
　上記のように，アメリカの1968年規則やOECD　1979年移転価格報告書に規定されている独立企
業原則，とりわけ基本三法に対する批判がいろいろな場面で展開されてきた。中には，独立企業原
則ではもはや国際間の移転価格問題は解決できないことから，資産と売上高を用いた定式によって
利益を分割する方法を提案する研究者もいた39。
　上述の批判に対しては，アメリカは1986年の税制改革において，無形資産の移転および実施権
許諾の対価が，その無形資産に帰属すべき所得と相応するものでなければならない旨の一文を482
条に加えた。この改正の趣旨は，比準取引がみつからない場合にも，各当事者の相対的な経済的寄
与とリスク分担度に応じた所得の配分を行えるようにすることであった。
　そして，アメリカ議会の両院協議会は，財務省およびIRSに対して482条の規定に関する研究を
命じた。これに応えて，財務省およびIRSは，1988年にいわゆる「移転価格の白書」を公表し，
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引続き独立企業原則を堅持すべきことを強調したのである。その後，数々の検討を経て，1994年
の規則が定められたのである。
　独立企業原則に対しては，上記のように大きく分けて三つの批判があるが，経済学者からの多国
籍企業論に係る批判を除いては，移転価格算定方法の拡充，という方法を用いることによって対応
がなされてきている。移転価格税制の規則に関しては，アメリカにおいては1994年，またOECD
においては1995年にそれまでの規則およびガイドラインを改訂している。いずれも，算定方法に
柔軟性を持たせることによって，新たな取引形態にも対応しようとしたものである。具体的には，
取引単位営業利益法，利益比準法，利益分割法といった方法を取り込むことによって，新たな取引
形態にも対応しようとしたのである。これらの改訂の中で最も重要な点は，利益分割法を独立企業
原則の枠内に取り入れたことであろう。というのは，1933年報告書において，独立会計法に完全
に駆逐された結果，利益分割法は，アメリカにおいても，また，OECD等の国際機関においても
認容される方法ではなかった。ところが，新しい規則において，アメリカもOECDもこれを独立
企業原則の枠内にうまく取り込むことに成功した。このように，独立企業原則はその柔軟性によ
り，それ自身新たな取引形態に対しても十分対応できるよう変容していったのである。たとえば，
2003年3月にOECDから公表された金融取引に係るグローバル・トレーディングに関するディス
カッショソ・ドラフトにおいても，所得配分は一義的には基本三法で行うこととし，それができな
い場合には利益分割法を適用する，という内容になっている。ここでは，詳細に検討することはで
きないが，利益分割法をたくみに取り入れることによって，グローバル・トレーディングに係る課
税問題を解決しようとしている。「独立当事者間基準を実体面で精緻化することに，限界がみえは
じめた。」（増井2002，183ページ）という批判がある一方，OECD租税委員会事務局メソバーで
あるNeighbour他（2002）によると，独立企業原則には柔軟性があり，そしてこの柔軟性により
新しい事業形態（上述したグローバル・トレーディソグや電子商取引）に対応することができた，
とのことである。筆者は，上述したように，少なくともグローバル・トレーディングについては，
独立企業原則を用いることにより，その課税問題の解決に資することができるのではないかと考え
ている。電子商取引については，今までのところ，OECDから包括的な文書が公表されていない
ことから，未だ評価を下す段階ではないのではないかと考えている。しかしながら，独立企業原則
がこれまでその柔軟性に基づいて国際的な所得配分の原則であり続けたことは事実であろう。
10．　まとめ
　本稿においては，移転価格税制の根幹である独立企業原則成立の歴史とその発展状況，そして，
独立企業原則の問題点とそれに対する反論をOECD等の国際機関およびアメリカでの議論を通じ
概観してきた。
　特に，アメリカの法律や規則の制定状況を見ることにより理解できるのであるが，世の中の流れ
や新しい事業形態の発展に対応する形で，独立企業原則は現在のような形態を取ってきた。それ
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は，移転価格税制自体の模索の歴史と言っても過言ではないであろう。上述したように，独立企業
原則はそれ自身の柔軟性によって，移転価格税制における根幹であり続けてきたと言ってよい。今
後は，独立企業原則が新しい事業形態にどのように対応していくべきなのかについて，グローバル
・トレーディソグ等の新しい取引形態を素材として，さらに検証する必要があるのではないかと考
えている。
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